
　平成28年度の決算がまとまりましたのでお知らせします。
　前年度と比べ、歳入では市税（固定資産税など）が増加し、市債は
大幅な減額となりました。歳出では、民生費（年金生活者等支援臨
時福祉給付金など）と土木費（黒磯駅周辺地区都市再生整備計画事業
など）が増額となったものの、衛生費（放射能対策事業など）と教育
費（学校耐震改修事業など）は大幅な減となりました。
　財政健全化判断指標から判断すると、本市の財政は引き続き健全
な状態です。

平成28年度

決 算
健全財政を維持

▶問い合わせ　　
　本財政課
　☎0287（62）7118

民生費
子どもや高齢者・
障害者支援など　 教育費

学校の整備運営、
教育や文化振興　

など 公債費
借入金の返済

総務費
税務事務や市役所
運営、防災、交通

など

135,003円 48,481円 41,702円 41,408円

土木費
道路・公園の整備

や管理など 衛生費
ごみ処理や

健康増進など 商工費
商工や観光振興

など 消防費
消防など

39,655円 28,960円 16,290円 15,144円

農林水産業費
農林業や畜産業

など 議会費
議会運営など

災害復旧費
災害復旧など

労働費
労働対策など

11,770円 2,817円 972円 141円

■市民1人当たりの歳出を分類すると ※住民基本台帳人口：117,846人（平成29年3月31日現在）

市役所

市の財政状況を身近に感じていただくため、
平成28年度の市の一般会計の決算を、月給30
万円のサラリーマン世帯に例えてみました。

収入合計904万円（473億3,027万円）から支出合計860万円（450億5,755万円）を差し引いた金額44万円
（22億7,272万円）は翌年度の家計に持ち越します。

支出
○食費 121万円

（人件費） (63億5,476万円)

○医療・介護費 200万円
（扶助費） (104億8,496万円)

○ 光熱水費や日用品の購入など 224万円
（物件費、補助費など） (122億3,263万円)

○子どもへの仕送り 87万円
（繰出金） (45億5,641万円)

○ローン返済 94万円
（公債費） (49億1,447万円)

○ 家の改修・電化製品・車などの購入 96万円
（投資的経費） (45億2,129万円)

○友人への貸付、貯金 38万円
（貸付金、積立金） (19億9,303万円)

支出合計 860万円
（450億5,755万円） 

家計簿
市の決算を

に例えると？

収入
○給料 360万円

（市税） (188億5,893万円)

○パート収入 72万円
（使用料、手数料など） (37億7,449万円)

○親などからの援助 356万円
（地方交付税、国庫支出金、県支出
金、交付金など）

(186億3,202万円)

○銀行からの借入 60万円
（市債） (31億5,410万円)

○貯金の取崩し 10万円
（基金繰入金） (5億1,091万円)

○繰越金 46万円
（前年度繰越金） (23億9,982万円)

収入合計 904万円
（473億3,027万円） 

473億
 3,027万円
対前年度比 △25億6,837万円（△5.1％）

歳入

40万1,628円
市民1人当たり

地方消費税交付金ほか
27億7,829万円
5.7%

市税
188億5,893万円
39.8%

自主財源
255億4,415万円
54.0%

依存財源
217億8,612万円
46.0%

地方交付税
53億7,655万円
11.4%

国庫支出金
72億7,193万円
15.4%

繰越金
23億9,982万円
5.1%諸収入

20億8,728万円
4.4%

使用料および手数料ほか
21億9,812万円
4.7%

市債
31億5,410万円
6.7%

県支出金
32億525万円
6.8% 総額

473億3,027万円
（△25億6,837万円）

民生費
159億951万円
35.3%

教育費
57億1,328万円
12.7%

総務費
48億7,972万円
10.8%

公債費
49億1,447万円
10.9%

衛生費
34億1,276万円
7.6%

土木費
46億7,323万円
10.4%

商工費
19億1,970万円
4.3%

消防費
17億8,468万円
4.0%

議会費・労働費・
災害復旧費の合計
4億6,312万円
1.0％

農林水産業費
13億8,708万円
3.0%

総額
450億5,755万円

（△24億4,127万円）

歳出
450億
5,755万円

対前年度比 △24億4,127万円（△5.1％）

38万2,343円
市民1人当たり
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